
　区民や活動団体、事業者などが主体的に地域課題に取り組むと同時に、特に区において、活動団体等との
協働推進体制の整備及び協働事業提案制度に着手したことは大きな一歩と言える。とりわけ中間支援組織を
設置し、活動団体の運営・組織の充実強化に向けて取り組むと同時に、区民、事業者との協働に対する理解
と参加を促進することは、より一層重要になってきている。また、区民、活動団体、事業者等が有する民間の
特性や経験を活かした協働事業に自発的に取り組めるよう、区職員に対しても、協働の理解を促進するた
め、マニュアルの作成及び研修が行われている。
　多様な民間団体と行政との対等な形での協働は、地域課題に取り組むうえで、その特性や立場等を双方で
正しく理解し、活かしていくことが重要であり、実践事例の提示や研修の工夫、マニュアルの更新が必要であ
る。
　区民、活動団体、事業者等に対して、協働を促進、支援し、また組織基盤の強化を図るためには、人材育成
や広報による啓発などを強化しなければならない。そのためには、中間支援組織のさらなる体制充実が必要
である。
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● 区民や活動団体、事業者や行政など、多様な主体がそれぞれの立場や役割をしっかりと認識し、台東区の多彩な特性や
　　地域の魅力を活かしながら、自主的・主体的に地域課題の解決に取り組んでいます。
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Ⅳ-１．パートナーシップの促進

（１）多様な主体が尊重しあえる地域づくり

１０年後の
めざす姿

長期総合
計画体系

[ 将 来 像 ]

[基本目 標]

[ 小 柱 ]

主な取り組み

＊施策を構成する行政計画事業の進捗は、裏面「行政計画事業」を参照。

① 協働推進体制・制度の整備
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管
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④ ⑨

区と活動団体等との協働事業数 年１０２件

　平成２８年４月に中間支援組織として台東ボランティア・地域活動サポートセンターを開設し、専門相談や情
報サイトの運営、区民やＮＰＯ等活動団体向けの講座を開催するなど協働の推進を図っている。また、協働意
識の醸成を図る職員研修の実施や、協働を進める手引きとして職員向けの協働ガイドブックの作成などによ
り、施策の指標である区と活動団体等の協働事業数は増加している。
　しかしながら、台東ボランティア・地域活動サポートセンターの利用者は少ない状況であるため、今後は、セ
ンター事業のＰＲ及び区民や活動団体への支援のほか、活動団体が地域の課題解決を提案する協働事業提
案制度を活用することで、区民の地域活動への参加や行政と活動団体等との協働を促進する必要がある。

　Ａ　順調である

　Ｃ　課題がある

　Ｂ　一部課題がある
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地域活動に参加している区民と
今後参加したい区民の割合
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